
省エネ経営支援体制強化補助金交付要領 
 
（趣旨） 
第１条 公益財団法人京都産業２１（以下、「財団」という。）理事長は、新型コロナウ
イルス感染症の影響が続く中で原油・原材料の価格高騰や部品不足により厳しい状況
にある京都府内の中小企業が、省エネによる経営効率化を推進するために実施する省
エネ診断に係る経費を助成するものとし、この要領に定めるところにより、予算の範
囲内において補助金を交付する。 

 
（中小企業者） 
第２条 この要領に定める中小企業者とは、別表１に掲げる資本金基準、従業員基準
のいずれか一方を満たす個人、会社（株式会社、合同会社、合名会社、合資会社、相
互会社、有限会社）及び組合（企業組合、協業組合、事業協同組合、事業協同小組
合、協同組合連合会、商工組合、その他の法律により設立された組合及びその連合
会、有限責任事業組合）をいう。 

  ただし、発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に
属している会社、発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の
所有に属している会社、大企業の役員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を
占めている会社は中小企業者には含まないものとする。 

  また、大企業とは本条で定める中小企業者以外の者をいう。 
なお、次のいずれかに該当する者については、大企業として扱わない。 
 ｱ) 中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 
 ｲ) 投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合 
また、財団法人（公益・一般）、社団法人（公益・一般）、医療法人、宗教法人、Ｎ

ＰＯ法人、学校法人、農事組合法人、社会福祉法人、任意団体等は対象外とする。 
 
（対象者） 
第３条 補助金の交付対象となる事業者（以下、「補助事業者」という。）は、京都府内
に主たる事業所を有する中小企業者とする。 

 
（対象期間） 
第４条 補助金の交付の対象となる期間（以下「対象期間」という。）は、令和４年６月
７日から令和５年１月３１日までとする。 

 
（対象事業） 
第５条 補助金の交付の対象となる事業（以下「対象事業」という。）は、「令和４年度
中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業費補助金（地域プラットフォー
ム構築事業）公募要領」の規定に基づき、あるいはその規定を準用して実施する「省
エネ診断事業」とし、別紙フロー図に基づき一般社団法人エナジーセーブデザイン、
一般社団法人カーボンマネジメントイニシアティブ又は一般社団法人省エネプラッ
トフォーム協会が実施する事業とする。 

 
（補助対象経費等） 
第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率及び
補助上限額は別表２に定めるとおりとする。 

 
（事前相談） 
第７条 補助金の交付を申請しようとする者（以下、「申請者」という。）は、相談シー
ト（第１号様式）により、財団理事長に事前相談するものとする。 

 
（交付申請） 
第８条 申請者は、交付申請書（第２号様式）に別に定める書類を添えて財団理事長
に提出するものとする。 

 
（交付決定） 
第９条 財団理事長は、前条の交付申請書の提出があったときは、内容を審査し補助



 

金の交付が適当と認めるときは、速やかに補助金の交付の決定を行うものとする。 
なお、財団理事長は、必要があるときは、補助金の交付申請に係る事項につき修正

を加え、又は条件を付して補助金の交付の決定を行うことができる。 
２ 財団理事長は、補助金の交付又は不交付の決定をしたときは、速やかにその決定
の内容を申請者に通知するものとする。 

 
（実績報告） 
第 10条 補助事業者は、対象事業が完了したとき又は対象期間が終了したときは、令
和５年２月１４日までに、実績報告書（第２号様式）に別に定める書類を添えて財
団理事長に提出しなければならない。 

 
（額の確定等） 
第 11条 財団理事長は、前条の実績報告を受けたときは、当該書類の審査及び必要に
応じて現地調査等を行い、事業の成果が交付決定の内容及びこれに附した条件に適
合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するも
のとする。 

 
（補助金の請求等） 
第 12条 補助事業者は、前条の補助金の額を確定する通知を受けた後、補助金請求書
（第３号様式）を財団理事長に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

 
（その他） 
第 13条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
 
附 則 
この要領は、令和４年６月２９日から施行する。 
 
別表１（第２条関係） 

主たる事業を営んでいる業種 
＜資本金基準＞ 
資本金の額又は 

出資の総額 

＜従業員基準＞ 
常時使用する 

従業員の数(※) 

製造業、建設業、運輸業その他の業種（下記
以外） 

３億円以下 300人以下 

 
ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タ

イヤ及びチューブ製造業並びに工業
用ベルト製造業を除く） 

３億円以下 900人以下 

卸売業 １億円以下 100人以下 

 サービス業（下記以外） ５千万円以下 100人以下 

 

ソフトウェア業又は情報処理サービス
業 

３億円以下 300人以下 

旅館業 ５千万円以下 200人以下 

  小売業 ５千万円以下 50人以下 

 ※常時使用する従業員には、事業主、法人の役員、臨時の従業員を含まない。 

 
別表２（第６条関係） 

補助対象経費 補助率 補助上限額 

対象事業の実施に要する経費※ 10分の 10 250千円 

 ※公租公課（消費税及び地方消費税額等）は補助対象経費から除く。 

 

 

 



 

別紙 

省エネ経営支援体制強化補助金 実施フロー 

 

【事前相談】 
 
 

 

 

 

【診断前打ち合わせ】 
 
 

 

 

 

 

 

【補助金交付申請】 
 
 

 

 

 

 

【省エネ診断の実施】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補助事業実績報告】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（省エネ診断報告書・完了届） 

（第２号様式・省エネ診断報告書写し 
・振込明細写しの提出） 

補助事業者 
公益財団法人京都産業２１ 

お客様相談室／事業成長支援部 

② 連 絡 

（相談シートの送付） 

③事前ヒアリング 

補助事業者 

補助事業者 
公益財団法人京都産業２１ 

事業成長支援部 
（第２号様式・見積書写しの提出） 

⑥交付決定 

⑦契約締結 

⑩検収書 

⑪請求書 

⑭額の確定通知 

※省エネ診断士団体…（一社）エナジーセーブデザイン、（一社）カーボンマネジメントイニシア
ティブ、（一社）省エネプラットフォーム協会のいずれか１団体が、診断前打ち合わせ～省エネ
診断の実施まで一貫して対応します。団体の指定はできませんのでご了承ください。 

（相談シートの提出） 

① 相 談 

④診断内容の確定 
(合意・見積り) 

⑤補助金交付申請 

⑧省エネ診断の実施 
(訪問) 

⑨診断結果の報告 
(面談又はオンライン説明) 

（見積書交付） 

⑬補助事業実績報告 

省エネ診断士団体（※）
 

補助事業者 

公益財団法人京都産業２１ 

事業成長支援部 
補助事業者 

省エネ診断士団体（※） 

⑫診断費用振込 

⑮請求書 

⑯補助金交付 



 

【第１号様式】（第７条関係） 

 

令和  年  月  日  

公益財団法人京都産業２１ 理事長 様 

 

省エネ経営支援体制強化事業（省エネ診断）相談シート 

 

＜企業概要＞ 

企業名  業 種  

資本金 円 従業員数 人 

 

＜連絡先＞ 

ご担当 

連絡先 

部署名  お名前  

TEL  E-mail  

 

＜省エネ診断を希望する事業所＞ 

事業所名  

住所 

（事業所） 
 

 

■ご相談内容（該当する箇所に☑をつけてください。） 

 

■事業所の情報について、分かる範囲でご記入ください。 

延べ床面積 ㎡ 建築階数 地下   階  地上   階 

電気を使う設備 約  台 
主な設備： 

油を使う設備 約  台 
主な設備： 

ガスを使う設備 約  台 
主な設備： 

EMS*計測の有無 ☐有 ☐無 （有の場合は対象設備：                 ） 

*EMS：エネルギーマネジメントシステム  

☑ 設備更新・改修による省エネ   ☐ 設備運転の最適化、工程の合理化等による省エネ 

☐ エネルギー管理体制の構築    ☐ エネルギー管理業務の効率化 

☐ その他（                                ） 

※本相談シートは、省エネ診断の基礎資料として、省エネ診断士団体に送付します。 

※後日、省エネ診断士団体から診断前打ち合わせの連絡が入りますので、ご了承下さい。 



 

【第２号様式】（第８条関係、第 10 条関係） 

令和  年  月  日  

 

公益財団法人京都産業２１ 

   理    事    長      様 

 

   所 在 地                  

名称（法人名）                

代表者役職                  

代表者氏名                  

 

担当者氏名                  

電話番号    －    －         

メール                    

 

 

省エネ経営支援体制強化補助金（交付申請書・実績報告書） 

 

 

 

 

☐省エネ経営支援体制強化補助金第８条の規定に基づき、補助金の交付を申請 

します。 

 

補助金交付申請額：別添見積書のとおり 

 

 

 

☐令和４年  月  日付け   京２１第   号で交付決定通知の上記補助事業 

について、省エネ経営支援体制強化補助金交付要領第 10条の規定に基づき、事業 

実施の実績を下記のとおり報告します。 

 

事業成果：別添省エネ診断報告書のとおり 

事業費用：別添振込明細（写）のとおり 

 

 

該当項目にチェックを入れてください。 



 

【第３号様式】（第 12 条関係）   

 

 

請     求     書 

 

 

    百 十 万 千 百 十 円  

 金  額 ￥           

 

ただし、省エネ経営支援体制強化補助金（ 精算払 ）として 

 

上記の金額を請求します 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

公益財団法人京都産業２１ 理事長 様 

 

 

 

（請求者） 

所   在   地    

名   称（法人名） 

代表者職・氏名                  印 

                                      

本書の金額は、下記口座に振込願います 

口座開設場所 

および預金種別 

銀   行 

信用金庫 
支 店 

普 通 

当 座 

   口 座 番 号 

 

 

 

口 座 名 義 

（フリガナ） 

 

 

 

 

 

 
千 


